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（仮称）木更津市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱（素案） 

 （目的） 

第１条 本市は、性別等にかかわらず、誰もが自分らしく安心して暮らせる共生社会を実現する

ため、パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を設けるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ パートナーシップ 互いを人生のパートナーとし、日常生活において経済面、生活面又は

精神面で互いに協力し合うことを約した双方に係る社会生活関係をいう。 

 ⑵ ファミリーシップ パートナーシップの関係にある者双方又は一方に子又は親その他市長

が認める者（以下「子又は親等」という。）がおり、かつ、当該子又は親等を家族とすること

を双方が約したときは、当該子又は親等をも含む社会生活関係をいう。 

 ⑶ 宣誓 パートナーシップを形成しようとする者が、市長に対し、パートナーシップにある

ことを誓うこと又はパートナーシップにあることを誓った者が、市長に対し、ファミリーシ

ップにあることを誓うことをいう。 

 ⑷ 性的指向 人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表す概念のことをいう。 

 ⑸ 性自認 自分の性別をどのように認識しているかを示す概念のことをいう。 

 （宣誓の要件） 

第３条 パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓は、次の要件を満たすパートナーに限り、

行うことができるものとする。 

 ⑴ 宣誓を行う日において双方が民法（明治29年法律第89号）第４条に規定する成年に達して

いること。 

 ⑵ 住所について、次のいずれかに該当すること。 

ア 双方又は一方が市内に住所を有していること。 

イ 双方又は一方が市内に転入を予定していること。 

 ⑶ 双方とも配偶者がいないこと。 

 ⑷ 双方とも宣誓をしようとする者以外の者と事実上婚姻と同様の関係にないこと。 

 ⑸ 双方とも宣誓をしようとする者以外の者とパートナーシップ・ファミリーシップの宣誓を

していないこと。ただし、次号に規定する場合を除く。 

 ⑹ 宣誓をしようとする者以外の者とパートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をしている

場合は、そのパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書（第１号様式。以下「宣誓書」とい

う。）の取下げを申し出ていること。 

 ⑺ 双方が民法第734条から第736条までの規定により婚姻をすることができないとされている

関係にないこと。ただし、養親子間のうち、同性間でパートナーシップの関係にある場合は、

この限りでない。 

 ⑻ 次条に規定する宣誓書に家族の氏名を記載する場合は、当該者がパートナーの一方の子又

は親等であること。ただし、親又は満15歳以上の子の氏名を第４条に規定する宣誓書に記載

するときは、当該親又は子の同意を必要とする。 

 （宣誓の方法及び証明書等の交付） 

第４条 パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をしようとする者は、パートナーシップ・

資料６ 



2/15 

ファミリーシップ宣誓書（第１号様式。以下「宣誓書」という。）に必要事項を記入の上、次に

掲げる書類を添え、市長に宣誓をして提出しなければならない。 

⑴ 宣誓書に記載する全ての者の住民票の写し（宣誓をする日前３か月以内に発行されたもの

に限る。） 

⑵ 宣誓をする者のいずれもが市内に住所を有していないときは、宣誓をする者のいずれかが

市内に転入することを予定している事実を確認することができる書類 

⑶ 戸籍全部事項証明書、婚姻要件具備証明書その他民法の規定に基づき婚姻をすることがで

きることを証する書類（宣誓をする日前３か月以内に発行されたものに限る。） 

⑷ パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をしようとする者の双方又は一方が外国籍で

ある場合は、前号に規定する書類に代わり、次に掲げる書類のいずれかの提出を求めるもの

とする。 

ア 外国の官憲（在日本大使館等）の発行する婚姻要件具備証明書又は独身証明書及び当該

書類に係る日本語の翻訳文 

イ アに規定する書類の取得が困難な場合は、その理由及び婚姻要件を具備する旨を記入し

た申述書 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する方法により宣誓がされた場合において、提出された宣誓書及び前項

各号に掲げる書類を確認の上、前条各号に掲げる全ての要件を満たしていると認めるときは、

当該宣誓をした者（以下「宣誓者」という。）に対し、パートナーシップ宣誓証明書（第２号様

式。以下「証明書」という。）及びパートナーシップ宣誓証明カード（第３号様式。以下「証明

カード」という。）の交付を行うものとする。 

３ 市長は、証明書及び証明カードの交付の際に、第９条に掲げる本人確認書類の提示を求める

ものとする。 

 （証明書又は証明カードの再交付） 

第５条 市長は、前条の規定により証明書及び証明カードの交付を受けた者から、次の各号のい

ずれかに掲げる事項を理由としてパートナーシップ宣誓証明書等再交付申請書（第４号様式。

以下「再交付申請書」という。）の提出があった場合には、証明書又は証明カードを再交付す

るものとする。 

 ⑴ 証明書又は証明カードの紛失 

 ⑵ 証明書又は証明カードの毀損又は汚損 

２ 再交付申請書には、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定める書類を添付す

るものとする。ただし、前項第１号に掲げる事項を理由として宣誓をした日の翌日から起算し

て３か月以内に再交付申請書を提出する場合は、この限りでない。 

 ⑴ 前項第１号に掲げる事項を理由とする場合前条第１項各号に掲げる書類 

 ⑵ 前項第２号に掲げる事項を理由とする場合再交付を希望する者に係る交付済の証明書又は

証明カード 

 （宣誓書記載事項等の変更） 

第６条 宣誓者は、次の各号のいずれかに該当するときは、パートナーシップ・ファミリーシッ

プ宣誓書の宣誓内容・記載事項変更届兼再交付申請書（第５号様式。以下「記載事項変更届兼
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再交付申請書」という。）を市長に提出することにより、パートナーシップ・ファミリーシッ

プの宣誓における宣誓の内容又は宣誓書の記載事項を変更しなければならない。 

 ⑴ 宣誓書から当該子又は親等の氏名を削除するとき。 

 ⑵ 宣誓書に記載された子又は親等のいずれかが死亡したとき。 

 ⑶ 宣誓書からパートナーの氏名を削除するとき。ただし第７条第２項に該当する場合に限る。 

 ⑷ 宣誓書に記載された者のいずれかに氏名の変更があったとき。 

 ⑸ 宣誓者の一方又は双方が、市内に転入した、又は市内で転居したとき。 

２ 記載事項変更届兼再交付申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 ⑴ 前項第４号に該当するときは、氏名の変更があった者の戸籍抄本 

 ⑵ 前項第５号に該当するときは、転入又は転居した者の住民票の写し 

３ 市長は、第１項第１号から第４号までの理由により記載事項変更届兼再交付申請書の提出を

受けた場合は、証明書及び証明カードを再交付するものとする。 

 （証明書及び証明カードの返還） 

第７条 宣誓者は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときには、パートナーシップ宣誓証

明書等返還届（第６号様式。以下「返還届」という。）を市長に提出し、交付済の証明書及び証

明カードを返還しなければならない。 

 ⑴ 第３条各号に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

 ⑵ 宣誓者の一方が死亡したとき。 

 ⑶ 宣誓者の一方が提出した宣誓書の取下げを希望するとき。 

２ 前項第２号の規定に関わらず、当該宣誓において子又は親等の氏名を宣誓書に記載したとき

は、死亡した宣誓者を除いて、宣誓書に記載されている宣誓者及び子又は親等の同意により、

ファミリーシップを継続できるものとする。 

 （宣誓書の保存） 

第８条 市長は、宣誓書等関係書類を永年保存するものとする。ただし、前条第１項各号のいず

れかに該当する場合であって宣誓者が当該宣誓書の廃棄を希望するときは、市長は、宣誓者か

ら返還届を受領後、これを廃棄する。 

 （本人確認） 

第９条 宣誓書、再交付申請書、記載事項変更届兼再交付申請書又は返還届の提出のときの本人

確認は、次の各号のいずれかの書類の提示により行うものとする。 

 ⑴ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード 

 ⑵ 旅券法（昭和26年法律第267号）第２条第２号に掲げる一般旅券 

 ⑶ 道路交通法（昭和35年法律第105号）第92条第１項に規定する運転免許証 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、官公署が発行した免許証、許可証又は登録証明書であって、

本人の顔写真が貼付されたもの 

 ⑸ その他、市長が適当と認める書類 

 （通称の使用） 

第10条 宣誓者は、宣誓書、再交付申請書、記載事項変更届兼再交付申請書又は返還届に記載す

る氏名について、社会生活上日常的に使用している氏名（以下「通称」という。）の使用を希望
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する場合は、戸籍上の氏名との併記により通称を使用することができるものとする。 

２ 市長は、宣誓者が通称の使用を希望するときは、証明書及び証明カードに表示する氏名に通

称を使用できるものとする。 

 （氏名の削除） 

第11条 宣誓書に氏名を記載された者（以下「記載された者」という。）は、満15歳に達した日以

後に、市長にパートナーシップ宣誓証明書等に関する申立書（第７号様式。以下「申立書」と

いう。）を提出することにより、当該記載された者に係る証明書及び証明カードから氏名を削

除するよう申し立てることができる。 

２ 市長は、前項の規定により申立書が提出されたときは、宣誓者に対して、記載された者の氏

名を削除した証明書及び証明カードを送付することができる。 

 （遵守事項） 

第12条 職員は、性自認又は性的指向の公表に関して、本人に対し強制又は禁止をしてはならな

い。 

２ 職員は、本人の同意なくして性自認又は性的指向を公表してはならない。 

 （宣誓等の趣旨に則った施策の実施） 

第13条 市長は、宣誓並びに交付した宣誓証明書及び宣誓証明カードの趣旨に則り、必要な施策

を実施しなければならない。 

 （市民及び事業者への周知） 

第14条 市長は、宣誓並びに交付した宣誓証明書及び宣誓証明カードの趣旨が市民及び事業者に

理解され、並びに社会活動の中で最大限に尊重されることにより、宣誓者に対する対応が公平

かつ適切に行われるよう、周知啓発に努めなければならない。 

 （相互利用） 

第15条 本市と協定を締結した他の地方公共団体及び市長が適当と認める法人が交付するパート

ナーシップ又はファミリーシップに係る証明書その他これらに類するものについては、本市に

おいても、宣誓証明書及び宣誓証明カードと同様に使用することができる。 

 （補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第４条関係） 
 

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書 
 

木更津市長 様 

 

私たち                と                は、 

木更津市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱に基づき、 

互いをその人生のパートナーとして、日常の生活において協力し合うことを宣誓します。 
 

年   月   日 

 

宣 誓 者 

ふ り が な   

氏   名 （自署） （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名   

生 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

住   所 
  

  

電 話 番 号   

メールアドレス   

□ パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明書等に表示する氏名は、通称名を希望します。 

 
※宣誓をする者に子又は親等がいる場合は、氏名を記載することができます。また、子が満１５歳以上

である場合、また親の氏名を記入する場合は、別紙にて本人自書の署名を添付してください。 
 

 子もしくは親の氏名 
子又は親等の別 

※該当する□に「レ」をご記入ください。 
生年月日 

１  □ 子 ／ □ 親 ／ □ その他（   ） 年   月   日 

２  □ 子 ／ □ 親 ／ □ その他（   ） 年   月   日 

３  □ 子 ／ □ 親 ／ □ その他（   ） 年   月   日 

４  □ 子 ／ □ 親 ／ □ その他（   ） 年   月   日 

 

添付書類 ※該当する□に「レ」をご記入ください。 

□ パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をする者の住民票の写し＊ 

□ 要綱第３条の要件を満たしていることがわかる戸籍抄本＊ 

＊宣誓をする日前３か月以内に発行されたものに限る。 
 

裏面の確認書にもご記入ください。 
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パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓に関する確認書 

 

私たちは、木更津市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱の規定に基づく 

「パートナーシップの宣誓」をするに当たって、次の表の確認事項覧記載の内容が 

事実と相違ないことを確認するとともに同要綱の規定を順守することを誓います。 

 

年   月   日 

 

宣誓者の氏名 （自署） （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名   

□ 市が住民基本台帳を閲覧することに同意します。  

要綱の規定 

確認事項  ※お二人で確認してください。 

項目 
確認欄 

該当する□に「レ」をご記入ください。 

要綱第２条 
第１項、第２項 

互いをその人生のパートナーとして、日常の生
活において協力し合うことを約している２人で
ある。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第１号 

宣誓を行う日において、双方が民法第４条に規
定する成人に達している。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第２号 

双方が市内に住所を有する、又は一方が市内に
住所を有し、かつ、他の一方が市内への転入を予
定している、若しくは双方とも市内への転入を
予定している。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第３号 

双方とも配偶者がいない。 □ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第４号 

双方とも宣誓をしようとする者以外の者と事実
上婚姻と同様の関係にない。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第５号 

双方とも宣誓をしようとする者以外の者とパー
トナーシップ・ファミリーシップの宣誓をして
いない。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第６号 

既に他の者とパートナーシップ・ファミリーシ
ップの宣誓をしている場合は、その宣誓書の取
下げを申し出ている。 

□ はい □ いいえ 

要綱第３条 
第１項第７号 

直系血族又は三親等内の傍系血族の関係ではな
い。（ただし、養親子間のうち、同性間でパート
ナーシップの関係にある場合を除く。） 

□ はい □ いいえ 
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第１号様式（第４条関係）別紙 

 

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書に関する同意書 

 

年   月   日 

 

以下の者がパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓を行うにあたり、子又は親としてパート

ナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明書及びパートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明カ

ードに私の氏名を記載することに同意します。 

 

宣誓者の氏名   

通称名の場合 

戸籍上の氏名   

 

 

氏   名 （自署） 

生 年 月 日 年    月    日 （   ）歳 

宣誓者との関係 
□ 子  ／ □ 親 ／ □ その他（     ） 

※該当する□に「レ」をご記入ください。 
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第２号様式（第４条関係） 
 

パートナーシップ宣誓証明書 
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第３号様式（第４条関係） 

 

 

パートナーシップ宣誓証明カード 

 

 

表 面 

 

 

 

裏 面 
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第４号様式（第５条関係） 

 

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明書等再交付申請書 

 

木更津市長 様 

年   月   日 

 

パートナーシップ宣誓証明書、パートナーシップ宣誓証明カードの再交付を申請します。 

 

申 請 者 

ふ り が な  

氏   名 （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名  

生 年 月 日 年    月    日 

住   所  

電 話 番 号  

メールアドレス  
 

 

再交付を希望する書類 ※該当する書類の□に「レ」をご記入ください。 

□ パートナーシップ宣誓証明書    □ パートナーシップ宣誓証明カード 

 

再交付を希望する理由 ※該当する事項の□に「レ」をご記入ください。 

理  由 提出が必要な書類 

 

□ 紛失 

 

１ 宣誓を行った日の翌日から３か月以内（本様式以外の書類の提出は不要） 

２ 宣誓を行った日の翌日から３か月以上（下記の書類を提出） 

 ⑴ パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓を行った者の住民票の写し 

 ⑵ 戸籍抄本※ 

 ※双方・一方が外国籍の場合は、外国の官憲の発行する独身証明書等及び当該書類 

の日本語翻訳文 

□ 毀損・汚損 交付済のパートナーシップ宣誓証明書、パートナーシップ宣誓証明カード 
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第５号様式（第６条関係） 

 

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓書の宣誓内容・ 

記載事項変更届兼再交付申請書 

 

木更津市長 様 

 

下記理由により、宣誓書の記載事項に変更があったことを届け出ます。 

 

年   月   日 

 

届出及び申請をする者 

ふ り が な   

氏   名 （自署） （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名   

生 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

住   所 
  

  

電 話 番 号   

メールアドレス   
 
 

記載事項変更理由 ※該当する事項の□に「レ」をご記入ください。 

□１ 宣誓書から子又は親等の氏名を削除するため 

□２ 宣誓書に記載された子又は親等のうち、死亡した者の氏名を削除するため 

□３ 宣誓書からパートナーの氏名を削除するため 

  （木更津市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱第７条２項に該当するため） 

□４ 宣誓書に記載された者に氏名の変更があったため 

   ※添付書類□氏名の変更があった者の戸籍抄本（３か月以内） 

⑴ 
変更前 氏名 

（通称） 

 変更後  氏名 

（通称） 

⑵ 
変更前 氏名 

（通称） 

 変更後  氏名 

（通称） 
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□５ 宣誓者の一方・双方が、市内に転入した・市内で転居したため 

   ※添付書類□転入又は転居をした者の住民票の写し 

⑴ 

氏 名                 （通称）               

変更前住所 

 

 

 変更後住所  

 

 

変更年月日         年    月    日 

⑵ 

氏 名                 （通称）               

変更前住所 

 

 

 変更後住所  

 

 

変更年月日         年    月    日 

 

※以下に該当する場合は□に「レ」をご記入ください。 

□ 上記１又は２の変更により、パートナーシップ宣誓証明書、パートナーシップ宣誓証明カード

の再交付を申請します。 
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第６号様式（第７条関係） 

 

パートナーシップ宣誓証明書等返還届 

 

木更津市長 様 

 

 下記の理由により、パートナーシップ宣誓証明書及び宣誓証明カードを返還します。 

 

年  月  日 

 

届 出 を す る 者＊ 

ふ り が な   

氏   名 （自署） （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名   

生 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

住   所 
  

  

電 話 番 号   

メールアドレス   

 

返還の理由 ※該当する事項の□に「レ」をご記入ください。 

□ 木更津市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱第３条各号に掲げる要件

を満たさなくなったため 
 

□ 宣誓者の一方が死亡したため 
 

□ 届出をする者が提出した宣誓書の取下げを希望するため 

 

宣誓書の廃棄について ※該当する事項の□に「レ」をご記入ください。 

□ 宣誓書の廃棄を希望します 

□ 宣誓書の廃棄を希望しません 

＊返還の理由２「宣誓者の一方が死亡したため」の場合は、一方のみ記載してください。 
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第７号様式（第 11条関係） 

 

パートナーシップ宣誓証明書等に関する申立書 

 

木更津市長 様 

 

パートナーシップ宣誓証明書及びパートナーシップ宣誓証明カードから私の氏名を削除するよ

う申し立てます。 

 

年  月  日 

 

申 立 人 

ふ り が な  

氏   名 （自署） 

通称名の場合 

戸籍上の氏名  

生 年 月 日        年    月    日 

住   所 
 

 

電 話 番 号  

メールアドレス  

 

パートナーシップ宣誓者に関する確認事項 

宣 誓 者 

ふ り が な  

氏   名  

通称名の場合 

戸籍上の氏名  

住   所 
 

 

連 絡 先  

 



市民アンケートについて 

 

☆実施時期等について 

 １１月または１２月の実施を検討しています。 

 アンケート実施期間は２～４週間程度を考えています。 

 

☆実施方法について 

 紙のアンケートを行う予算や時間的余裕がないため、インターネット調査とします。 

 集計が自動で行われる Google Formを活用する予定です。 

 

☆アンケートの内容について 

 資料８にてアンケートの案を提示しています。これをたたき台としてかずさ４市で内容に

ついて協議し、詰めているところです。ただし、君津市については性的指向や性自認に関す

る質問（問３，４）を市民に聞きたくないとの上層部の意向があるようなので、一緒にアン

ケートを実施するのは難しいと思われます。 

 

☆アンケートの範囲について 

 せっかくなので、少なくとも４市の範囲で実施できるようにしたいと考えています。 

 居住地の設問を入れることで、４市以外の方でも回答できるようにし、回答数をできるだ

け多くする工夫を行う必要があると考えています。 

資料７ 



市民アンケート案について 

 

【ここでは目的について記載します】 

このアンケートは、無記名回答かつ統計的な処理を行うため個人は特定されず、調査結果は目的以外

に使用いたしません。また、得られた回答に関しては、統計処理を行った後で、各市の HP で公表す

ることとします。アンケートの趣旨をご理解いただき、ご協力くださいますようお願いします。 

 

【 ご回答にあたってのお願い 】 

・あてはまる番号を選ぶか必要事項をご記入ください。 

・ご不明な点などについては木更津市オーガニックシティ推進課へお問い合せください。 

【 アンケート実施期間 】 

2022 年 月 日（ ）～2022 年 月 日（ ） 

【 問い合わせ先 】 

木更津市 企画部 オーガニックシティ推進課 共生社会推進係 

電話：0438-38-3089 FAX：0438-23-9338 メール：sousei@city.kisarazu.lg.jp 

【 回答用フォーム URL 】 

https://forms.gle/XXXXXXXXXXXX 

 

◆あなた自身のことについて 

Q1 あなたのお住まいを教えてください。 

①木更津市 

②君津市 

③富津市 

④袖ケ浦市 

⑤上記を除く県内 

⑥県外 

 

Q2 あなたの年代を教えてください。 

①10代 

②20代 

③30代 

④40代 

⑤50代 

⑥60代 

⑦70代以上 

 

Q3 あなたの性的指向（好きになる相手）を教えてください。 

①異性 

②同性 

③異性・同性両方 

④わからない 

⑤答えたくない 

⑥その他（     ） 
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Q4 あなたの自認（自覚）している性別を教えてください。 

①男性 

②女性 

③トランスジェンダー男性（戸籍上は女性） 

④トランスジェンダー女性（戸籍上は男性） 

⑤男性とも女性ともいえない 

⑥わからない 

⑦答えたくない 

⑧その他（     ） 

 

◆性的マイノリティについて 

Q5 性的マイノリティ（LGBT、LGBTQ+など）という言葉を知っていましたか？ 

①知っていた 

②知っていたが、意味は知らなかった 

③知らなかった 

 

Q6 性的マイノリティ（LGBT、LGBTQ+など）にとって、現在の社会は偏見や差別などで生きづら

いと思いますか？ 

①思う 

②どちらかといえば思う 

③どちらともいえない 

④どちらかといえば思わない 

⑤思わない 

⑥性的マイノリティをまだよく理解していないので、わからない 

⑦その他（     ） 

 

Q7 あなたの知り合いに性的マイノリティ当事者がいますか？ 

①いる 

②いない 

③わからない 

④その他（     ） 

 

Q8 あなたは、性的マイノリティ（LGBT、LGBTQ+など）について正しく理解し、適切に対応がで

きると思いますか？ 

①できる 

②ほぼできる 

③どちらともいえない 

④あまりできない 

⑤できない 

⑥わからない 

⑦その他（     ） 

  



Q9 パートナーシップ宣誓制度について、あなたの市でも実施する必要があると思いますか？ 

①必要がある 

②必要はない 

③わからない 

④その他（     ） 

 

Q10 パートナーシップ宣誓制度の対象者を同性カップルのみに限らず、事実婚などの異性カップ

ルも含む必要があると思いますか？ 

①異性カップルも含む必要がある 

②同性カップルのみでよい 

③取組自体が必要ない 

④わからない 

⑤その他（     ） 

 

Q11 性の多様性に対する理解の促進や支援のために、どのような取組が必要だと思いますか？ 

【複数回答可】 

①市民向け講座・講演会の開催 

②リーフレットの作成・配布 

③HPや SNSを活用した情報発信 

④性的マイノリティの人同士が交流できる居場所づくり 

⑤性的マイノリティの家族同士が交流できる場づくり 

⑥市内公共施設で受けられる相談窓口の設置 

⑦市外で受けられる相談窓口の案内 

⑧性別による区別への配慮（性別に関係なく選べる制服、多目的トイレの設置など） 

⑨書類やアンケートにおける性別欄の見直し 

⑩パートナーの関係を宣誓できる制度の創設 

⑪行政職員や教職員への研修の実施 

⑫特にない 

⑬その他（     ） 

 

◆性の多様性に関する意見について 

Q12 性の多様なあり方に関して、ご意見などを自由にご記入ください。  

 



作業 備考

4月 初旬

R4年度

中旬

下旬

5月 初旬

中旬

下旬 第1回 推進委員会（5/31） 　★計画進行管理

6月 初旬

中旬

下旬

7月 初旬

中旬

下旬 第2回 推進委員会（7/29） 　★条例案の提示、意見聴取

8月 初旬

中旬

下旬 人権啓発研修開催（8/23-10/31） 　★かずさ4市合同オンライン研修

9月 初旬

中旬

下旬 かずさ４市情報交換会議（9/26） 　★市民アンケート等の内容を協議

第3回 推進委員会（9/30） 　★条例、パートナーシップ制度案説明、意見聴取

10月 初旬

中旬

下旬 政策調整会議（10/20） 　★庁内における承認

第4回 推進委員会（10/31頃） 　★条例案、パートナーシップ制度案説明、意見聴取

11月 初旬 総合政策会議（11/2） 　★庁内における承認

中旬

下旬 第5回 推進委員会（11/25頃） 　★パートナーシップ制度案説明、意見聴取

12月 初旬 議会【常任委員会】（12/6,7,8） 　★議会対応

中旬 議会【全員協議会】（12/14） 　★議会対応

パブコメ開始（12/15頃） 　意見のとりまとめ、素案への反映

下旬

1月 初旬

中旬 パブコメ終了（1/14頃）

下旬 政策調整会議（1/26） 　★庁内における承認

2月 初旬 総合政策会議（2/2） 　★庁内における承認

議会【常任委員会】（2/8,9,10） 　★議会対応

中旬

下旬

3月 上旬 議会【常任委員会】（3/7,8,9） 　★議会対応

中旬

下旬 議会【全員協議会】（3/22） 　★議会対応

パートナーシップファミリーシップ宣誓制度 スケジュール案
予定
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